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ドイツ連邦共和国成立に対する英外交の史的考察 








 本論文は、1949 年 5 月に誕生したドイツ連邦共和国（以下「西ドイツ」）に対するイギ
リス政府の反応を、当時の国際状況を踏まえながら分析した研究である。時期区分として、
「起点」を西ドイツが誕生する前年の 1948 年に設定し、「終点」を西ドイツとイタリアの
北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty Organization, NATO）への加盟がイギリスのイ
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え、NATO の成立過程も含めた方が適切であるとの判断から 1948 年を分析の起点に設定し、
フランスが引き起こした欧州防衛共同体（European Defense Community, EDC）条約をめ
























 第 2 章の中心的な議論は、EDC 条約をめぐるイギリス外交である。EDC 構想のポイン
トは、いかにして西ドイツの再軍備を実現するかにあったが、この構想の実現にブレーキ

















 第 3 章では、前章に引き続き、イーデンの役割がクローズアップされている。イギリス
は、第二次世界大戦終焉直後の欧州統合の動きと距離を置いた。そうしたことから、1951
年に条約が調印され、1953 年に開設された欧州石炭鉄鋼共同体（European Coal and Steel 
Community, ECSC）には参加しなかったのである。しかし、著者は、イーデンがイギリス















































































ても、論究されればなお良かった。たとえば、1953 年 3 月のスターリン（Joseph Stalin）
の死がドイツ再軍備をめぐる問題に与えた影響、あるいは、ベリヤ（Lavrentiy Beria）の














 本小委員会は、2018 年 12 月 26 日に西本氏の口述試験を実施した。その際、審査委員は、
問題意識、史料など実証をめぐる問題、先行研究との関連、そして論理の展開などに関す
る複数の質問を発し、それらに対し、西本氏より逐次、具体的な史料に基づく回答が行わ
れた。それらの回答は、西本氏の豊富な洞察がうかがえるものであった。 
 なお、語学についても英語とドイツ語について西本氏が適切な語学力を有していること
を確認できた。 
 以上を踏まえ、本小委員会は、西本氏が博士として相応しい学識、研究能力、そして語
学力を保有していると判断し、合格と判定した。 
 
５．結論 
 
 以上の審査の結果、本小委員会は、西本功氏が研究能力、そして本論文に示された研究
の水準のいずれにおいても博士（政治学）の学位を受けるのに相応しいと判断した。 
 
